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事　 業　 報　 告

（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

　

１．企業集団の現況

(1) 事業の経過及び成果

　当連結会計年度の経済環境は、金融危機に端を発した景気の世界的後退から一部

に回復の兆しが現れたものの、国内では企業の設備投資が減少し、雇用や所得環境

は更に悪化するなど、依然として厳しい状況が続きました。住宅市場では、新設住

宅着工戸数が45年ぶりに80万戸を割って77万戸（前年対比25.4％減）となり、当社

グループを取り巻く環境は厳しさを増して推移しております。一方で、高齢化やワ

ークライフバランスの尊重などにより、住空間には従来以上に関心が高まっており、

安心して暮らせること、自分らしいライフスタイル、環境に配慮した部材や設備の

仕様、価値と価格のバランスなど、要求はますます高度化、多様化して参りました。

当社グループはそうした要望に応え、本当に価値のある商品の開発と提案により、

暮らしに彩りを提供していくことを使命と心得、環境に配慮し、良品廉価を貫きつ

つ、非住宅市場やリフォーム市場などの深耕開拓、販路の拡大などによる営業活動

を展開しました。

　これらの結果、当連結会計年度の業績は、売上高108,579百万円（前年同期比

7.9％減）、営業利益5,646百万円（同2.9％減）、経常利益6,046百万円（同1.5％

減）、当期純利益3,137百万円（同18.2％減）となりました。

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

　

（インテリア事業）

　インテリア事業では、名古屋本社のショールームを平成21年４月に全面リニュー

アルオープンし、見やすく選びやすいレイアウト、展示に工夫を凝らすなどして商

品提案力の強化を図り、また商品開発では、個性化、高度化、低価格化の市場傾向

に沿って、ニーズにマッチしたデザインや安定した品質に加えて適切な仕様変更に

よって価格を抑えるなど、お客様本位の施策を実施しております。

　壁装材では、平成21年５月に住宅をはじめ、オフィスから医療福祉施設など各種

施設まで使用できる見本帳「ファイン１０００」を、７月に低価格指向の需要に応
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える量販壁紙「ＳＰ」を改訂発行。平成22年２月には、仕上がりの良さとコーディ

ネイト提案を充実させた見本帳「新築＆リフォーム １０００」を発行しました。

　カーテンでは、最新のモードと技巧を駆使して創作したオーダーカーテンの見本

帳「アリア」を平成21年10月に発行。収録総点数の９割以上を家庭洗濯が可能なウ

ォッシャブルとするなど、洗練されたデザインと使いやすさを兼ね備え、巻末に付

属する「ビサイド」でカーテンスタイルを紹介し、オーダーカーテンならではの付

加価値を更に高める提案を行いました。

　床材では、平成21年５月に高耐久、イージーメンテナンスで、全点グリーン購入

法に適合した各種施設用フロア「オデオンＰＵＲ」をお求めやすい新価格設定にし

て発売。７月にオフィスや商業施設をはじめ、文教施設、医療福祉施設など幅広い

用途に対応するカーペットタイルの新作を収録した見本帳「ＤＴ」と「ＮＴ」を発

行。「ＤＴ」では高級感あるデザイン性の高い商品を、「ＮＴ」ではプレーンから

グラフィックまで現場予算に応じて対応できるベーシックな商品を収録し、継続商

品について価格の見直しを行い、お求めやすい新価格設定としました。８月には

「フロアタイル」の新見本帳を発行し、主として商業施設等の非住宅用途で好評を

博しております。

　その他既発行の見本帳収録商品の拡販にも努めた結果、インテリア事業における

売上高は94,198百万円（前年同期比7.9％減）、営業利益は5,816百万円（同0.3％

減）となりました。

（エクステリア事業）

　エクステリア業界でも、新設住宅低迷、企業間の競争激化などを受け、厳しい状

況が続いております。このような中、株式会社サングリーンは、新規顧客の開拓な

ど地道な営業活動を積み重ねましたが、エクステリア事業における売上高は11,395

百万円（前年同期比10.6％減）、営業利益は76百万円（同50.9％減）となりました。

（その他の事業）

　照明器具事業においても環境は厳しく、山田照明株式会社は、平成21年８月にＬ

ＥＤ照明器具に焦点を当てたカタログ、平成22年１月に屋外用途のエクステリアラ

イティングカタログを発行、その拡販などに注力しましたが、その他の事業におけ

る売上高は2,985百万円（前年同期比4.3％増）、営業損失は247百万円（前年同期

は188百万円の営業損失）となりました。なお、前連結会計年度におきましては、

第２四半期連結会計期間以降の業績（平成20年７月１日～平成21年３月31日）が連

結対象となっております。　
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(2) 設備投資の状況

　当連結会計年度はインテリア事業における東京店隣地の土地取得等を中心に、

1,543百万円の設備投資を行いました。

　

(3) 資金調達の状況

　設備投資は自己資金で賄い、当連結会計年度中に増資または社債発行による資金

調達は行っておりません。

　

(4) 対処すべき課題

　国内経済は景気刺激策などにより一部に回復も見られますが、不透明な外的要因

もあり、当面は厳しい状況が予想されます。その中で、住宅投資については、贈与

税の優遇拡大や住宅版エコポイント制度の創設等の景気刺激策が期待され、首都圏

でのマンションの販売動向にも明るさが見えつつありますが、長期的な低水準傾向

は変らず、厳しい経営環境が続くものと考えております。

　このような状況のもと、インテリア事業では東京ショールーム「クレリア」を全

面リニューアルし、商品提案力の強化を図り、インテリアづくりに役立てるショー

ルームとして平成22年６月４日にオープンいたしました。こうした施策を推進しつ

つ、当社グループは引き続き良品廉価を貫くとともに、環境に配慮し、変化する消

費者ニーズに沿った商品開発、市場の深耕開拓、販路の拡大、ＩＴの積極的な活用

等によるきめ細かな営業展開を行ってまいる所存です。
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(5) 財産及び損益の状況の推移

区 分
第55期

(18/4～19/3)
第56期

(19/4～20/3)
第57期

(20/4～21/3)
第58期

(21/4～22/3)

  　　　　　百万円    
売 上 高 122,733 119,176 117,927 108,579

            百万円    
経 常 利 益 7,525 6,683 6,138 6,046

 　　　　　 百万円    
当 期 純 利 益 3,183 1,696 3,836 3,137

  　　　　　 円 銭    
１株当たり当期純利益 　79.33 42.27 95.62 78.20

　  　　　　　百万円    
総 資 産 138,580 135,656 135,306 136,555

  　　　　　百万円    
純 資 産 118,494 116,714 116,636 117,139

  　　　　　 円 銭    
１株当たり純資産額 2,952.41 2,908.45 2,906.87 2,919.46

（注）１株当たり当期純利益は、自己株式数を控除した期中平均発行済株式数により、１株当たり純

資産額は、自己株式数を控除した期末発行済株式総数により算出しております。

　

(6) 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社サングリーン 130百万円 100％ エクステリア商品の販売

山 田 照 明 株 式 会 社 10 70 照明器具の販売
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(7) 主要な事業内容（平成22年３月31日現在）

事 業 主 要 な 商 品

イ ン テ リ ア 事 業 壁装材、カーテン、床材等

エ ク ス テ リ ア 事 業 門扉、フェンス、カーポート、テラス等

そ の 他 の 事 業 照明器具等

　

(8) 主要な事業所（平成22年３月31日現在）

①　当社

本 社 名古屋市西区幅下一丁目４番１号

支 店 名古屋店、東京店、大阪店（尼崎市）、札幌店、仙台店、岡山店、

福岡店、関東支店（草加市）、横浜支店

営 業 所 東関東営業所（千葉市）、多摩営業所（立川市）、北陸営業所

（金沢市）、長野営業所、岐阜営業所、静岡営業所、岡崎営業所、

東大阪営業所、南大阪営業所（堺市）、姫路営業所、広島営業所、

高松営業所、北九州営業所、中九州営業所（熊本市）、南九州営

業所（鹿児島市）

　
②　主要な子会社

会 社 名 本社所在地 事 業 所

株式会社サングリーン 愛知県名古屋市 本社・名古屋支店他13支店

山 田 照 明 株 式 会 社 東京都千代田区 本社・大阪支社他２支社、３営業所

Sangetsu America, Inc. 米 国 本社



－ 6 －

(9) 従業員の状況（平成22年３月31日現在）

①　企業集団の従業員の状況

事 業 別 従  業  員  数 前連結会計年度末比増減

イ ン テ リ ア 事 業 1,121名 ＋46名

エ ク ス テ リ ア 事 業 129 －9

そ の 他 の 事 業 114 －13

合 計 1,364 ＋24

　
②　当社の従業員の状況

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

1,121名 ＋46名 32.5歳 11.9年

　

(10) 主要な借入先の状況（平成22年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 大 垣 共 立 銀 行 205百万円
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成22年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 159,000,000株

②　発行済株式の総数 40,188,240株

 (注) 平成22年３月１日付で実施した自己株式の消却により、前期末と比べて

2,000,000株減少しております。 　

③　単元株式数　　　　　　　　　　　 　100株　

④　株主数　　　　　　　　　　　　 　6,020名 　

⑤　大株主(上位10名)

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

ノーザン　トラスト　カンパニー（エイブイエフシー）サブ
ア カ ウ ン ト 　 ア メ リ カ ン 　 ク ラ イ ア ン ト

4,016千株 10.01％

ノーザン　トラスト　カンパニー(エイブイエフシー)リ
ユーエス　タックス　エグゼンプテド　ペンション　ファンズ

2,061 5.13

日　比　恭　平 2,006 5.00

日　比　祐　市　 2,002 4.99

日　比　喜　博　 1,786 4.45

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)　 1,545 3.85

ザ　シルチェスター　インターナショナル　インベスターズ　
インターナショナル　バリュー　エクイティー　トラスト　

   1,308 3.25

日　比　茂　雄　　 1,191 2.96

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 1,041 2.59

株式会社大垣共立銀行　 1,032 2.57

（注）持株比率は自己株式64,575株を控除して算出しております。

　

(2) 新株予約権等の状況

該当事項はありません。
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成22年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

取 締 役 社 長
（ 代 表 取 締 役 ）

日 比 賢 昭 　

専 務 取 締 役
（ 代 表 取 締 役 ）

日 比 祐 市 株式会社サングリーン代表取締役会長

常 務 取 締 役 日 比 東 三
東京店長
山田照明株式会社代表取締役会長

取 締 役 日 比 喜 博 マーケティング本部部長

取 締 役 田 　 中 　 三 千 春 岡山店長

取 締 役 上 原 　 健
経理部長兼情報システム部長
株式会社サングリーン取締役
山田照明株式会社取締役　

取 締 役 伊 藤 祥 夫
経営企画担当部長兼内部統制室長
株式会社サングリーン監査役　

常 勤 監 査 役 中 尾 　 健 　

常 勤 監 査 役 内 林 利 幸 　

監 査 役 那 須 國 宏 　

監 査 役 米 山 一 也 　

（注）１．常勤監査役中尾健、常勤監査役内林利幸、監査役那須國宏及び監査役米山一也の４氏は、

会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２．当社は、常勤監査役中尾健及び常勤監査役内林利幸の２氏を東京証券取引所及び名古屋証

券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、両取引所に届け出ております。
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②　取締役及び監査役の報酬等の総額

当事業年度に係る役員の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額

取 締 役 ７名 ２１４百万円

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

　４
　（４）

２７
（２７）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

 １１
　　　（４）

２４２
　　（２７）

（注）１．上記報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与相当額は含まれておりません。

２．取締役の報酬限度額は、平成18年６月29日開催の第54回定時株主総会において、賞与を含

め年額５億2,000万円以内と決議いただいております。

３．監査役の報酬限度額は、平成18年６月29日開催の第54回定時株主総会において、賞与を含

め年額4,000万円以内と決議いただいております。
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③　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人

等との関係

該当事項はありません。

ロ．他の法人等の社外役員等としての重要な兼任の状況及び当社と当該他の法人

等との関係

該当事項はありません。

ハ．会社または会社の特定関係事業者との親族関係　

該当事項はありません。　

ニ．当事業年度における主な活動状況

区　　分 氏　　名 主 な 活 動 内 容

常 勤 監 査 役 中 尾 　 健
当事業年度開催の取締役会15回全て、監査役

会14回全てに出席し、幅広い知識と高い見識か
ら適宜発言を行っております。

常 勤 監 査 役 内 林 利 幸
当事業年度開催の取締役会15回全て、監査役

会14回全てに出席し、主に豊富な企業経営経験
の観点から適宜発言を行っております。

監 査 役 那 須 國 宏

当事業年度開催の取締役会15回のうち10回、
監査役会14回のうち11回に出席し、主に弁護士
としての専門的見地から適宜発言を行っており
ます。

監 査 役 米 山 一 也

当事業年度開催の取締役会15回のうち12回、
監査役会14回のうち13回に出席し、主に豊富な
経営コンサルタント業務の経験から適宜発言を
行っております。

ホ．責任限定契約の内容の概要

　当社と各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条

第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額と

しております。
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(4) 会計監査人の状況

①　名称 有限責任監査法人トーマツ

 (注)　監査法人トーマツは、平成21年７月１日付で監査法人の種類の変更により、

有限責任監査法人トーマツとなりました。　

②　報酬等の額

 支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 34百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利
益の合計額

40

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく

監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記の金額にはこれら

の合計額を記載しております。

③　非監査業務の内容

　子会社における、会計に関する指導、助言業務等であります。

④　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると

判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、または、監査役会の請求に基づ

いて、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目的とすることといた

します。

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当する

と認められる場合は、監査役全員の合意に基づき監査役会が、会計監査人を解任

いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される

株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

　

(5) 業務の適正を確保するための体制

　当社は、取締役会において内部統制システムの基本方針を決め、以下のとおり適

正な企業活動を行っております。

①　当社は、社会の公器として、インテリアを通じて人々に安らぎのある住空間、

快適な豊かさを提供することにより、社会に貢献することをめざしております。

そのため社是等の企業理念を定め、当社の企業活動全般が適正に運営されるよう、

全役員、使用人が日々努力しております。また、併せて、株主、最終ユーザー、
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販売先、仕入先、取引金融機関等の当社をとりまく利害関係者への配慮も重視し

ています。

②　企業理念等の使用人への浸透については、教育の機会や社内報等を通じて企業

理念を周知徹底させると共に、サンゲツグループ企業憲章及びサンゲツコンプラ

イアンス行動規範を内容とするコンプライアンスハンドブックを配布し、いつで

も企業理念等に沿って行動するよう指導しております。

③　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社（サンゲツグループ）は、倫理規定等のコンプライアンス体制に係わる規

定を設け、役員、使用人が法令、定款及び社会規範を遵守した行動をとるための

行動規範としています。また、コンプライアンス全体を統括する組織として、社

長が最高責任者となるコンプライアンス委員会を設置しています。さらに、全社

の倫理、法令遵守のための統括責任者としてコンプライアンス担当取締役を任命

し、その取り組みを横断的に統括しています。

　コンプライアンス担当取締役は、あらかじめ社長により任命されたコンプライ

アンス委員及び必要に応じ弁護士その他関係者を招集し、問題の解決、再発の防

止などにあたると共にその結果を取締役会に報告することとしております。

　財務報告の適正性と信頼性を確保するための体制としては、内部統制室におい

て、内部統制の推進向上を行っております。

　一方、公益通報者がその処遇などにおいて不当な扱いを受けることの無いよう

十分配慮すると共に、コンプライアンス ヘルプラインを設置し、社内受付窓口

及び担当弁護士を定め、当社が違法行為を放置することにより不利益を被ること

のないように体制の整備をしております。

④　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　当社は、取締役の職務執行に係わる情報を文書または電磁的媒体に記録し、書

類記録類保存規定に従いこれらを保存・管理しております。取締役及び監査役は

常時これらの文書等を閲覧できるものとしております。

　また、個人情報の管理については、個人情報保護に関する基本方針を定めて対

応しております。

⑤　損失の危険の管理に関する規定その他の体制

イ．当社のリスク管理体制は、リスク管理規定を設け、職務分掌規定、職務権限

規定に従って各部署の分掌範囲を各所属長が責任をもって実行し、各担当取締

役は各自の分掌範囲について規則、ガイドラインの制定、研修の実施、マニュ
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アルの作成、配布等を行い、管理しております。また、組織横断的リスク状況

の監視及び全社的対応は総務部が中心となり行うものとしております。

ロ．重要事項については、取締役会で協議、決定しております。

⑥　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

イ．当社は、定例の取締役会を原則毎月１回開催し、重要事項の決定並びに取締

役の業務執行状況の監督等を行っております。業務の運営については、将来の

事業環境を踏まえ経営計画及び各年度予算を立案し、全社的な目標を設定して

おります。各部門において業務担当取締役は、その効率的な目標達成に向け、

具体策を立案実行しております。取締役会は定期的に進捗状況の報告を受け、

必要に応じて各部門へ改善を促しております。

ロ．日常業務においては、職務分掌規定に基づき業務を分担し、職務権限規定に

従って、取締役はその業務を執行しております。

⑦　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　リスク管理規定、サンゲツコンプライアンス行動規範を定め、コンプライアン

ス担当取締役の選任及びコンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンス委

員を中心に、各部署所属長であるコンプライアンス責任者が各部署で法令、定款、

各種規定等の遵守体制を維持していきます。

⑧　当該株式会社並びに子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた

めの体制

　子会社も含めたサンゲツグループ企業憲章を掲げ、グループ全体のコンプライ

アンス体制の維持を図っております。

　なお、子会社の経営については、その自主性も尊重しつつ、事業内容の定期的

報告と重要案件についての事前協議を行っております。

⑨　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項

　現在、監査役の職務を補助すべき使用人はおりませんが、監査役が必要と判断

した場合は随時監査室の所属員を補助者として監査役業務の補助をすることが出

来るものとしております。

⑩　前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役が監査役業務の補助として監査室の所属員に指示した事項に関しては、

最優先して実施するものとしております。
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　また、監査室の所属員に対する評価、異動に関しては、監査役に対して事前に

合意を求めることにしており、その独立性を確保できる体制になっております。

⑪　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他監査役への報告に関

する体制

イ．取締役、監査室所属長及び内部統制室所属長は、会社に著しい損害を及ぼす

恐れのある事実がある事を発見した場合は、法令に従い直ちに監査役に報告す

ることとしております。

ロ．監査役は、取締役会及び重要会議に出席し、主要な稟議書その他業務執行に

関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役または使用人にその説明を求

めることとしております。

ハ．監査役は、監査室の監査報告書、被監査部門からの改善計画書の閲覧をし、

業務執行の適正を確保しております。また、監査役は、内部統制室から期中に

おける内部統制の整備及び運用状況の評価について報告を受ける等、財務報告

に係る内部統制の適正性を確保するべく連携を図っております。

⑫　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ．監査役会規則に基づいて監査役は必要な都度、取締役または使用人に状況報

告を求め、必要な帳票の閲覧、写しの徴収が可能な体制となっております。

ロ．監査役は、当社の会計監査人である有限責任監査法人トーマツから会計監査

及び内部統制監査の内容について説明を受けるとともに、情報の交換を行う等

連携を図ることとしております。

　

(6) 会社の支配に関する基本方針

　特記すべき事項はありません。

　


　

（注）事業報告に記載の金額、株式数は、表示単位未満を切捨てて表示しております。
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貸　借　対　照　表
（平成22年３月31日現在）

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部） 　 （負　債　の　部） 　

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
有 価 証 券
商 品 及 び 製 品
原材料及び貯蔵品
前 渡 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工具、器具及び備品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
長 期 預 金
保 険 積 立 金
差 入 保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

84,638
21,694
20,003
13,021
22,078
6,023
1,085

25
588
344

△227
48,082
27,595
6,835
214

1,340
82
460

18,503
29
129
631
562
69

19,855
3,660
2,361
824
609

5,000
3,295
2,685
2,068
△651

流 動 負 債 12,236

買 掛 金 7,648

リ ー ス 債 務 6

未 払 金 1,223

未 払 法 人 税 等 1,786

賞 与 引 当 金 808

そ の 他 763

固 定 負 債 2,940

リ ー ス 債 務 25

退 職 給 付 引 当 金 1,728

長 期 未 払 金 952

長 期 預 り 金 233

負 債 合 計 15,176

（純 資 産 の 部）  

株 主 資 本 116,871

資 本 金 13,616

資 本 剰 余 金 20,005

資 本 準 備 金 20,005

利 益 剰 余 金 83,371

利 益 準 備 金 3,404

その他利益剰余金 79,967

別 途 積 立 金 74,400

繰 越 利 益 剰 余 金 5,567

自 己 株 式 △121

評価・換算差額等 672

その他有価証券評価差額金 672

純 資 産 合 計 117,544

資 産 合 計 132,720 負 債 純 資 産 合 計 132,720
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損　益　計　算　書

（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

（単位：百万円）

科 目 金 額

 　 　

売 上 高     94,198

売 上 原 価     65,060

売 上 総 利 益     29,137

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費     23,321

営 業 利 益     5,816

営 業 外 収 益     402

営 業 外 費 用     25

経 常 利 益     6,193

特 別 利 益         

固 定 資 産 売 却 益 18     

そ の 他 0 18

特 別 損 失         

固 定 資 産 除 売 却 損 20     

投 資 有 価 証 券 評 価 損 123     

そ の 他 65 209

税 引 前 当 期 純 利 益     6,002

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,746     

法 人 税 等 調 整 額 △128 2,617

当 期 純 利 益     3,385
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株主資本等変動計算書

（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

（単位：百万円）

 株 主 資 本

 

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

 
資本準備金

資本剰余金
合 計

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合 計 別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

平成21年３月31日　残高 13,616 20,005 20,005 3,404 74,400 8,945 86,749 △3,874 116,497

事 業 年 度 中 の 変 動 額          

剰 余 金 の 配 当      △3,009 △3,009  △3,009

当 期 純 利 益      3,385 3,385     3,385

自 己 株 式 の 取 得        △1 △1

自 己 株 式 の 消 却       △3,754 △3,754 3,754 －

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 事 業 年 度 中
の変動額（純額）

         

事業年度中の変動額合計 － － － － － △3,378 △3,378 3,752 374

平成22年３月31日　残高 13,616 20,005 20,005 3,404 74,400 5,567 83,371 △121 116,871

 
評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成21年３月31日　残高 318 318 116,816

事 業 年 度 中 の 変 動 額    

剰 余 金 の 配 当         △3,009

当 期 純 利 益         3,385

自 己 株 式 の 取 得         △1

自 己 株 式 の 消 却         －

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 事 業 年 度 中
の変動額（純額）

353 353 353

事業年度中の変動額合計 353 353 727

平成22年３月31日　残高 672 672 117,544
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個別注記表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項

１．有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的債券については償却原価法（定額法）

子会社株式については、移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるものについては、決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないものについては、移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定）

３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 15～50年

機械装置 12～15年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

(3) 長期前払費用

均等額償却によっております。

(4) リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。なお、所有権

移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。

５．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。



－ 19 －

(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しておりま

す。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法により費用処理しております。数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額

法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

（会計方針の変更）

当事業年度より、「「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）」（企業会計基準第

19号　平成20年７月31日）を適用しております。これによる損益への影響はありません。　

６．収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

工事進行基準に該当する工事がないため、工事完成基準によっております。

（会計方針の変更）

当事業年度より、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）

及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月

27日）を適用しております。これによる売上高及び損益に与える影響はありません。

７．消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

Ⅱ．貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 27,392百万円

２．保証債務

　　次の取引先について、金融機関からの借入に対し、債務保証を行っております。

　　㈱コウン 101百万円

３．関係会社に対する短期金銭債権 11百万円

関係会社に対する長期金銭債権 824百万円

関係会社に対する短期金銭債務 0百万円

Ⅲ．損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高

売上高 33百万円

仕入高 2百万円

営業取引以外の取引高 11百万円
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Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 前事業年度末株式数 増 加 株 式 数 減 少 株 式 数 当事業年度末株式数

普 通 株 式 2,063,679株 896株 2,000,000株 64,575株

（注）１．自己株式の株式数の増加896株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　　　２．自己株式の株式数の減少2,000,000株は、自己株式の消却による減少であります。　

Ⅴ．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　（繰延税金資産）     

　　貸倒引当金 189百万円

　　減損損失 274百万円

　　未払事業税 151百万円

　　賞与引当金 324百万円

　　退職給付引当金 565百万円

　　長期未払金 386百万円

　　投資有価証券評価損 780百万円

　　その他 350百万円

　　繰延税金資産小計 3,023百万円

　　評価性引当額 △1,589百万円

　　繰延税金資産合計 1,433百万円

　（繰延税金負債）     

　　その他有価証券評価差額金 △234百万円

　　繰延税金負債合計 △234百万円

　　繰延税金資産の純額 1,198百万円

Ⅵ．リースにより使用する固定資産に関する注記

貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機及び周辺機器、営業用車両等を所有権移転外

ファイナンス・リース契約により使用しております。

Ⅶ．１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 2,929円54銭

２．１株当たり当期純利益 84円37銭

Ⅷ．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成22年３月31日現在）

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部） 　 （負　債　の　部） 　

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

89,742

23,081

36,196

22,078

6,498

1,135

611

386

△247

46,812

29,016

7,323

1,441

19,609

29

129

483

766

78

688

17,029

3,879

656

13,231

△738

流 動 負 債 15,837

支払手形及び買掛金 10,989

１年内返済予定の長期借入金 22

リ ー ス 債 務 7

未 払 法 人 税 等 1,822

賞 与 引 当 金 858

そ の 他 2,137

固 定 負 債 3,578

長 期 借 入 金 183

リ ー ス 債 務 26

退 職 給 付 引 当 金 2,079

役員退職慰労引当金 81

長 期 未 払 金 952

そ の 他 254

負 債 合 計 19,415

（純 資 産 の 部）  

株 主 資 本 116,474

資 本 金 13,616

資 本 剰 余 金 20,005

利 益 剰 余 金 82,973

自 己 株 式 △121

評 価 ・ 換 算 差 額 等 665

その他有価証券評価差額金 665

純 資 産 合 計 117,139

資 産 合 計 136,555 負 債 純 資 産 合 計 136,555
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連 結 損 益 計 算 書

（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

（単位：百万円）

科 目 金 額

  　

売 上 高  108,579

売 上 原 価  76,914

売 上 総 利 益  31,664

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費     26,017

営 業 利 益     5,646

営 業 外 収 益     438

営 業 外 費 用     39

経 常 利 益     6,046

特 別 利 益         

固 定 資 産 売 却 益 18     

そ の 他 0 18

特 別 損 失         

固 定 資 産 除 売 却 損 20     

投 資 有 価 証 券 評 価 損 123     

そ の 他 70 215

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益     5,849

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,837     

法 人 税 等 調 整 額 △124 2,712

当 期 純 利 益     3,137
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連結株主資本等変動計算書

（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

（単位：百万円）

 
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成21年３月31日　残高 13,616 20,005 86,599 △3,874 116,347

連結会計年度中の変動額      

剰 余 金 の 配 当         △3,009     △3,009

当 期 純 利 益         3,137     3,137

自 己 株 式 の 取 得             △1 △1

自 己 株 式 の 消 却         △3,754 3,754 －

株主資本以外の項目の
連 結 会 計 年 度 中 の
変動額（純額）

                    

連結会計年度中の変動額
合計

－ － △3,626 3,752 126

平成22年３月31日　残高 13,616 20,005 82,973 △121 116,474

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成21年３月31日　残高 289 289 116,636

連結会計年度中の変動額    

剰 余 金 の 配 当         △3,009

当 期 純 利 益         3,137

自 己 株 式 の 取 得         △1

自 己 株 式 の 消 却         －

株主資本以外の項目の
連 結 会 計 年 度 中 の
変動額（純額）

376 376 376

連結会計年度中の変動額
合計

376 376 502

平成22年３月31日　残高 665 665 117,139
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連結注記表

Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数

２社

連結子会社の名称

㈱サングリーン

山田照明㈱ 

(2) 非連結子会社

Sangetsu America, Inc.

ルミコライト㈱

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼ

していないため連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項

持分法を適用しない非連結子会社

Sangetsu America, Inc.

ルミコライト㈱

非連結子会社は、いずれも当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体

としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

満期保有目的債券については償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるものについては、決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないものについては、移動平均法による原価法

②　たな卸資産

主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、連結子会社は平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）については定額法によっております。なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物及び構築物 10～50年

機械装置及び運搬具 ４～15年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

③　リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。なお、所有

権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前

のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ます。

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。

②　賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上して

おります。

③　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費用処理しております。数理計算上の

差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理す

ることとしております。なお、連結子会社については、簡便法を採用しております。

（会計方針の変更）　

当連結会計年度より、「「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）」（企業会計

基準第19号　平成20年７月31日）を適用しております。これによる損益への影響はありま

せん。



－ 26 －

④　役員退職慰労引当金

連結子会社は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

工事進行基準に該当する工事がないため、工事完成基準によっております。

（会計方針の変更）

当連結会計年度より、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27

日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年

12月27日）を適用しております。これによる売上高及び損益に与える影響はありません。　

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。

(6) 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。

６．のれん及び負ののれんの償却に関する事項

のれんの償却については、発生年度より５年間の定額法により償却しております。ただし、の

れんの金額に重要性が乏しい場合は、発生年度に全額償却しております。

Ⅱ．連結貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 27,913百万円

２．担保に供している資産

建物及び構築物 131百万円

土地 710百万円

計 841百万円

　　担保付債務は、次のとおりであります。

買掛金 54百万円

１年内返済予定の長期借入金 22百万円

長期借入金 183百万円

計 259百万円

３．保証債務

　　連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対し、債務保証を行っております。

　　㈱コウン 101百万円
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Ⅲ．連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 前連結会計年度末株式数 増 加 株 式 数 減 少 株 式 数 当連結会計年度末株式数

普 通 株 式 42,188,240株 －株 2,000,000株 40,188,240株

（注）発行済株式総数の減少2,000,000株は、自己株式の消却による減少であります。

２．自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 前連結会計年度末株式数 増 加 株 式 数 減 少 株 式 数 当連結会計年度末株式数

普 通 株 式 2,063,679株 896株 2,000,000株 64,575株

（注）１．自己株式の株式数の増加896株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．自己株式の株式数の減少2,000,000株は、自己株式の消却による減少であります。

３．剰余金の配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基 準 日 効 力 発 生 日

平成21年６月25日
定時株主総会

普通株式 1,504百万円 37.5円 平成21年３月31日 平成21年６月26日

平成21年10月29日
取締役会

普通株式 1,504百万円 37.5円 平成21年９月30日 平成21年12月１日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるも

の

決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基 準 日 効 力 発 生 日

平成22年６月24日
定時株主総会

普通株式 1,504百万円 37.5円 平成22年３月31日 平成22年６月25日

Ⅳ．金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については安全性の高い金融商品で運用し、また、資金調達を行

う場合には銀行借入による方針です。デリバティブは、将来の為替変動リスクの低減を図る

ことを目的としており、投機的な取引は行わない方針であります。なお、当連結会計年度に

おいてデリバティブ取引は全く行っておりません。
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(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスク

に関しては、当社グループでは、各社が取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、

定期的に取引先の信用状況の見直しを行っております。

有価証券及び投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び取引先企業との業務等に関連す

る株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

長期預金は、コーラブル預金であり、為替変動リスク及び取引金融機関の信用リスクに晒さ

れております。

有価証券及び投資有価証券並びに長期預金は、内規に基づき経理部資金課において、月次に

て時価及び残高管理を行い、経理担当取締役に報告しております。

営業債務である支払手形及び買掛金並びに未払法人税等は、すべて１年以内の支払期日です。

営業債務は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各社が月次に資金繰

計画を作成するなどの方法により管理しております。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定

された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、

異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりま

せん（（注）２．参照）。

連結貸借対照表計上額
（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円） 　

(1) 現金及び預金 23,081 23,081 － 　

(2) 受取手形及び売掛金 36,196 36,196 － 　

(3) 有価証券及び投資有価証券 25,265 25,265 0 　

(4) 長期預金(*1)　 5,000 4,702 △297 　

(5) 支払手形及び買掛金 (10,989) (10,989) － 　

(6) 未払法人税等 (1,822) (1,822) － 　

(*1)連結貸借対照表においては、投資その他の資産の「その他」に含めて表示しております。

(*2)負債に計上されているものについては、( )で示しております。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法

(1)現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。

(3)有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券及び投資信託受益証券

は取引金融機関等から提示された価格によっております。譲渡性預金は短期間で決済され

るものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

(4)長期預金

長期預金の時価は取引金融機関から提示された価格によっております。　

(5)支払手形及び買掛金、並びに(6)未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。

２．非上場株式（連結貸借対照表計上額692百万円）は、市場価格がなく、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められることから、「(3)有価証券及び投資有価証券」には含めてお

りません。

（追加情報）

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月

10日）及び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　

平成20年３月10日）を適用しております。　　

Ⅴ．１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 2,919円46銭

２．１株当たり当期純利益 78円20銭

Ⅵ．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。



株式事務についてのご案内
　
事業年度

毎年４月１日から翌年３月31日まで
剰余金の配当の基準日

期末配当 ３月31日
中間配当 ９月30日

定時株主総会
６月

株主名簿管理人及び特別口座の口座管理機関
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

同連絡先
東京都江東区東砂七丁目10番11号　〒137-8081
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部
電話　0120-232-711（通話料無料）

公告掲載方法
公告掲載ＵＲＬ　http://www.sangetsu.co.jp/
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることがで
きない場合には、日本経済新聞に掲載いたします。

（ご注意）
１．株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座
を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口
座を開設されている証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人（三菱ＵＦ
Ｊ信託銀行）ではお取扱いできませんのでご注意ください。

２．特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱ＵＦＪ
信託銀行が口座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関
（三菱ＵＦＪ信託銀行）にお問合せください。なお、三菱ＵＦＪ信託銀行全国各
支店にてもお取次ぎいたします。

３．未受領の配当金につきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行本支店でお支払いいたし
ます。


